
尼崎市特定歴史的公文書の利用に関する規則  

（この規則の趣旨）  

第１条  この規則は、特定歴史的公文書の利用について必要な事項を定

めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則における用語の意義は、尼崎市公文書の管理等に関す

る条例（令和４年尼崎市条例第３号。以下「条例」という。）におけ

る用語の意義による。  

（利用請求書の記載事項）  

第３条  条例第１５条第１項に規定する市長が別に定める事項は、次の

とおりとする。  

 ⑴  利用請求をする者の氏名及び住所又は居所（法人その他の団体に

あっては、名称及び事務所の所在地並びにその代表者の氏名）  

 ⑵  特定歴史的公文書の名称その他の利用請求に係る特定歴史的公文

書を特定するに足りる事項  

２  前項各号に掲げる事項のほか、利用請求書には、その利用請求に係

る特定歴史的公文書について次の各号に掲げる事項を記載することが

できる。  

⑴  求める利用の方法  

⑵  事務所における利用（次号に規定する方法以外の方法による特定

歴史的公文書の利用をいう。以下同じ。）を求める場合にあっては、

当該事務所における利用を希望する日  

⑶  写しの送付の方法による特定歴史的公文書の利用（以下「写しの

送付の方法による利用」という。）を求める場合にあっては、その

旨  

（本人確認手続等）  

第４条  市長は、利用請求があった場合において、当該利用請求に係る

特定歴史的公文書にその利用請求者（その利用請求書に利用請求をす

る者として記載されている者で他人の代理人でないものに限る。以下

この条において同じ。）を本人とする情報が記録されていると思料す



るときは、当該利用請求者に対し、次に掲げる書類のいずれかの提示

又は提出を求めるものとする。  

⑴  当該利用請求者の氏名及び住所又は居所（以下「氏名等」とい

う。）と同一の氏名等が記載されている運転免許証、健康保険の被

保険者証、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）

第１９条の３に規定する在留カード、日本国との平和条約に基づき

日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年

法律第７１号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書、行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドその他法律又はこれに基づく命令の規定により交付された書類で

あって、当該利用請求者が当該特定歴史的公文書に記録された情報

に係る本人であることを確認するに足りるもの  

⑵  前号に掲げる書類をやむを得ない理由により提示し、又は提出す

ることができない場合にあっては、当該利用請求者が当該特定歴史

的公文書に記録された情報に係る本人であることを確認するため市

長が適当と認める書類  

２  利用請求者は、前項の規定による求めがあった場合において、特別

の事情により同項の提示又は提出（送付による提出を除く。以下この

項において同じ。）を行うことが困難であると市長が認めるときは、

当該提示又は提出に代えて、同項各号に掲げる書類のいずれかを複写

機により複写したもの及び当該利用請求者の住民票の写し（利用請求

をする日前３０日以内に作成されたものに限る。）を市長に送付する

ことができる。  

３  前２項の規定にかかわらず、利用請求に係る特定歴史的公文書にそ

の利用請求者を本人とする情報が記録されていると市長が思料する場

合において、当該利用請求が当該利用請求者の法定代理人その他の代

理人（以下この条において「法定代理人等」という。）により行われ

たときにおける当該利用請求者が当該特定歴史的公文書に記録された

情報に係る本人であることの確認、当該法定代理人等の資格の確認等



の手続については、市長が別に定める。  

４  前項に規定する場合において、法定代理人等がその利用請求に係る

特定歴史的公文書を利用する前にその資格を喪失したときは、当該法

定代理人等であった者又はその利用請求者は、直ちに、書面によりそ

の旨を市長に届け出なければならない。  

（利用決定通知書の記載事項）  

第５条  条例第１８条第１項に規定する市長が別に定める事項は、次の

とおりとする。  

⑴  利用決定に係る特定歴史的公文書の利用の方法  

⑵  前号に掲げる方法に事務所における利用が含まれる場合にあって

は、当該事務所における利用を行うことができる日、時間及び場所

（写しの交付の方法による特定歴史的公文書の利用が含まれる場合

にあっては、当該日、時間及び場所並びにその写しの作成に要する

費用の額）  

⑶  第１号に掲げる方法に写しの送付の方法による利用が含まれる場

合にあっては、その準備に要する日数並びにその写しの作成及び送

付に要する費用の額  

（条例第２０条の規定を適用する場合の通知事項）  

第６条  条例第２０条に規定する市長が別に定める事項は、次のとおり

とする。  

 ⑴  条例第２０条の規定を適用する旨及びその理由  

 ⑵  残りの特定歴史的公文書について利用決定等をする期限  

（第三者に対する通知事項）  

第７条  条例第２１条第１項に規定する市長が別に定める事項は、次の

とおりとする。  

 ⑴  利用請求の年月日  

 ⑵  利用請求に係る特定歴史的公文書に記録されている第三者（条例

第２１条第１項の規定による通知の相手方に限る。）に関する情

報の内容  

 ⑶  意見書を提出する場合の提出先及び提出期限  



２  条例第２１条第２項に規定する市長が別に定める事項は、次のとお

りとする。  

 ⑴  前項各号に掲げる事項  

 ⑵  利用請求に係る特定歴史的公文書を利用させようとする理由  

（利用の方法）  

第８条  次の各号に掲げる文書又は図画の閲覧の方法は、当該各号に定

めるものを閲覧することとする。  

⑴  文書又は図画（次号又は第３号に該当するものを除く。）  当該

文書又は図画（条例第２２条ただし書の規定が適用される場合にあ

っては、次項第１号に定めるもの）  

⑵  マイクロフィルム（次号に該当するものを除く。）  当該マイク

ロフィルムを専用機器により映写したもの（これにより難い場合に

あっては、当該マイクロフィルムを市長が指定する大きさの用紙に

印刷したもの）  

⑶  文書又は図画（市長が別に定めるものに限る。）  市長が別に定

めるもの  

２  次の各号に掲げる文書又は図画の写しの交付の方法は、当該各号に

定めるものを交付することとする。  

⑴  文書又は図画（次号又は第３号に該当するものを除く。）  当該

文書又は図画を複写機により日本産業規格Ａ列３番（以下「Ａ３判」

という。）以下の大きさの用紙で市長が指定するものに複写したも

の（これにより難い場合にあっては、当該文書又は図画を複写機に

よりＡ３判を超える大きさの用紙で市長が指定するものに複写した

もの）  

⑵  マイクロフィルム（次号に該当するものを除く。）  当該マイク

ロフィルムをＡ３判以下の大きさの用紙で市長が指定するものに印

刷したもの（単色刷りのものに限る。）  

⑶  文書又は図画（市長が別に定めるものに限る。）  市長が別に定

めるもの  

３  電磁的記録についての利用の方法は、市長が別に定める。  



（写しの作成及び送付に要する費用）  

第９条  条例第２３条第２項の規定により特定歴史的公文書の写しの交

付を受ける者が負担すべき当該写しの作成に要する費用（以下「作成

費用」という。）の額は、別表の左欄に掲げる写しを作成する特定歴

史的公文書の種別の区分及び同表の中欄に掲げる写しの交付の方法の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額とする。  

２  条例第２３条第２項の規定により特定歴史的公文書の写しの交付を

受ける者（当該写しの送付を受ける者に限る。）が負担すべき当該送

付に要する費用の額は、当該送付に要する郵便料金又は信書便の料金

に相当する額とする。  

３  作成費用は、特定歴史的公文書の写しの交付を受けるとき（当該写

しの送付を受ける場合にあっては、当該写しを発送するとき）までに

納付しなければならない。  

付  則  

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。  

 

別表  

写しを作成する特定歴

史的公文書の種別  
写しの交付の方法  作成費用の額  

１  文書又は図画（次

項及び第４項に該当

するものを除く。）  

⑴  複写機により複写

したもの（Ａ３判以

下の大きさのものに

限る。）の交付  

１枚につき１０円

（多色刷りのもの

にあっては、３０

円）  

⑵  複写機により複写

したものの交付（前

号に該当するものを

除く。）又は市長が

別に定めるものの交

付  

市長が実費を勘案

して相当と認める

額  



 

２  マイクロフィルム  用紙に印刷したものの

交付  

１枚につき１０円  

３  電磁的記録（次項

に該当するものを除

く。）  

⑴  用紙に出力したも

の（Ａ３判以下の大

き さ の も の に 限

る。）の交付  

第１項第１号に掲

げる額  

⑵  用紙に出力したも

のの交付（前号に該

当 す る も の を 除

く。）又は市長が別

に定めるものの交付  

市長が実費を勘案

して相当と認める

額  

４  文書、図画又は電

磁的記録（市長が別

に 定 め る も の に 限

る。）  

市長が別に定めるもの

の交付  

市長が実費を勘案

して相当と認める

額  

摘要  第１項第１号若しくは第２項に掲げる特定歴史的公文書の写

しを交付する場合又は第３項に掲げる特定歴史的公文書を同項

第１号に掲げる方法によりその写しを交付する場合において、

用紙の両面に印刷してこれらの写しを作成するときにおけるそ

の作成費用の額は、その片面を１枚として算定する。  

 


